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三田商学研究

学生論文集

2025 年度号

予算スラックの形成要因としての組織ライフサイクル 
―アーカイバルデータに基づく実証分析―

坂　井　菖　太 
山　本　祐　大

＜要　　約＞

　本研究の目的は，組織ライフサイクルステージに応じて，予算スラックの程度にどのような違いが

あるかを解明することである。2000 年から 2025 年の 4843 企業・年のアーカイバルデータから予算

スラックと組織ライフサイクルステージを特定し，比較した。分析の結果，組織ライフサイクルステー

ジ間で予算スラックが形成される確率は異なり，成熟期に最も高くなり，衰退期に最も低くなった。

このことは，組織が成熟し，イノベーションのレベルが低下したり，形式的な管理に重点が置かれた

りしたときに上位者はイノベーションのレベルの向上を求め予算スラックの形成を容認している可能

性を示唆している。

＜キーワード＞

　予算スラック，組織ライフサイクル，アーカイバルデータ，利益調整行動，実証分析

1．イントロダクション

　本研究の目的は，組織ライフサイクル（Organizational Life Cycle; OLC）のステージに応じて，予算ス

ラックの程度にどのような違いがあるかを解明することである。予算スラックとは予算目標の容易な達

成を目的に組み込まれた予算の余裕を意味する（Dunk 1993; 内田・野間 2019; 李他 2012）。

　予算スラック研究においては，上位者がどのような状況で予算スラックの形成を許容するのか（しな

いのか）についての実証的な研究が求められている。通説と異なり，予算スラックの形成を意図的に許

容する実務の発見から，予算スラックは上位者がコントロールするものとして捉えられてきている 

（Davila and Wouters 2005; Merchant and Manzoni 1989）。予算スラックの形成を許容する目的は，柔軟性

の向上やイノベーションを促進するといった効果を得ることである（Davila and Wouters 2005）。加えて，
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伊藤（2016）において，組織状況が予算スラックの形成を規定する可能性は示唆されており，そうした

ギャップを埋める研究が求められている（伊藤 2013; 山本他 2021）。

　そこで本研究は，組織ライフサイクルという概念を援用することで，組織状況における予算スラック

の違いを解明する。そのモデルは多様だが，代表的な分類には誕生期，成長期，成熟期，変動期，衰退

期がある（Dickinson 2011; Miller and Friesen 1984; 森 2020）。当該概念（分類）を援用することで，組織

状況を概念化し，俯瞰してとらえることができる（森 2024; 吉田他 2020）。後述するとおり，コンティン

ジェンシー理論に基づくと，組織状況はコントロールを介して予算スラックに影響を及ぼしている可能

性を想定できる。また，組織ライフサイクルは，イノベーションとの関連も深いので，予算スラックと

深い関連がある可能性を理論的に想定できる（Miller and Friesen 1984）。

　研究目的を達成するため，本研究では，組織ライフサイクルと予算スラックの両概念をアーカイバル

データから測定し，組織ライフサイクルステージ間での予算スラックが形成される確率の差を分析する。

予算スラックは，内田・野間（2019）を参考に，経営者による利益調整行動の影響を控除した実績利益

から期初業績予想を差し引いた差が正の値のものとして定義する。組織ライフサイクルステージは，

Dickinson（2011）に基づきキャッシュフロー（Cash Flow; CF）データから特定する。組織ライフサイ

クルステージごとに予算スラックが形成される確率を特定し，組織状況による予算スラックの違いにつ

いて考察する。

　本研究の発見事項は，次のとおりである。成熟期に予算スラックが形成される確率が最も高くなり，

衰退期に予算スラックが形成される確率が最も低くなる。この結果から組織ライフサイクルステージご

とに予算スラックが形成される確率が異なることが分かった。

　本研究は次の 3 点において先行研究に貢献する。第 1 に，組織状況による予算スラックの違いにつ

いて，組織ライフサイクルという新たな視点から説明した点である。第 2 に，組織が成熟し，イノベー

ションのレベルが低下したり，形式的な管理に重点が置かれたりしたときに，上位者はイノベーション

のレベルの向上を求め，予算スラックを容認している可能性を見出した点である。第 3 に，アーカイ

バルデータから予算スラックが形成される確率を求めるという新しさを提示した点である。

　本論文の残りの構成は次のとおりである。第 2 節では，予算スラックと組織ライフサイクルに関する

先行研究を整理し，仮説を導出する。第 3 節では，研究方法について説明する。第 4 節では，組織ライ

フサイクルステージ間での予算スラックが形成される確率の違いについての実証分析の結果を示す。第

5 節では，分析結果について考察する。第 6 節では，本研究を要約するとともに，限界について述べる。

2．理論と仮説

　本節では先行研究を整理し，仮説を立てる。
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（1）先行研究の整理

　予算スラックは下位者が予算編成プロセスにおいて組み込むことで形成される（Nouri et al. 1998）。

予算スラックはこれまで非効率的で無駄であると考えられてきた（Chow et al. 1988; Fisher et al. 2002）。

Chow et al.（1988）では，予算スラックが理想的な予算目標の達成に大きな悪影響を与えていると定量

的に示された。このように予算スラックは上位者にとって受動的に形成され，業績低下を誘引する非合

理な結果であり，除去する必要があると考えられてきた（Kirby et al. 1991）。

　もっともそうした通説と異なり，予算スラックは上位者が意図的にコントロールする合理性のあるも

のだという考えが新たに定着してきている（Davila and Wouters 2005; Merchant and Manzoni 1989）。よ

り具体的には，上位者は予算スラックの形成を容認することで，柔軟性の向上やイノベーションの促進

といった効果を得るという実務行動がフィールド調査で確認されてきた（Davila and Wouters 2005; 

Merchant and Manzoni 1989）。

　こうした研究を受け，組織状況に応じて上位者が予算スラックを意図的にコントロールしている可能

性をいくつかの先行研究は示唆してきた。伊藤（2016，p.110）は「上位者が行うコントロールの内容は，

企業規模，業種，取り扱う製品などの要因によって異なる可能性がある」と指摘した。しかし，先行研

究では予算スラックに対する評価が議論の中心であり，組織状況から見た予算スラック研究は蓄積が足

りていない（伊藤 2013; 山本他 2021）。

　組織状況が予算スラックの形成を規定する可能性は，コンティンジェンシー理論に基づき想定できる。

コンティンジェンシー理論とは，組織現象と環境要因間の関係を特定化し，説明する理論である（野中 

1976）。組織や環境，技術，企業規模といった状況要因はコントロールに影響を及ぼす（Chenhall 2003; 

Otley 1980）。コンティンジェンシー理論に基づくと，上位者が予算スラックをコントロールするのであ

れば，その背景には組織の状況要因がある可能性を想定できる。

　そこで本研究では，組織の一定時点での成長段階を示す組織ライフサイクル概念を援用することで，

組織状況を類型化する。組織ライフサイクル概念を用いた管理会計研究は，構成要素・時間軸の面で組

織を俯瞰しながら，管理会計やマネジメント・コントロールが果たす役割を探究できる（森 2016）。組

織ライフサイクル概念を用いた管理会計研究として，組織ライフサイクルとコントロールの関係や，各

ステージ間での管理会計に関連する技法の利用度などを調査した研究がある（Moores and Yuen 2001; Su 

et al. 2015）。これらの研究が共通して示しているのは，各ステージ間で管理会計の実践やコントロール

の内容が異なることである（森 2024; 吉田他 2020）。以上のことより，組織状況から予算スラックを分析

するにあたり，組織状況の概念として組織ライフサイクルを援用することは適切であると考えられるが，

筆者の知る限り組織ライフサイクルから見た予算スラック研究は欠如している。

（2）仮説の導出

　そこで本研究は，組織ライフサイクル概念を援用することで，組織状況による予算スラックの違いを
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解明する。組織ライフサイクルのモデルは多様だが，代表的な分類には誕生期，成長期，成熟期，変動

期，衰退期がある（Dickinson 2011; Miller and Friesen 1984; 森 2020）。本研究は，誕生期を除いた 4 つの

組織ライフサイクルステージ，すなわち，成長期，成熟期，変動期，衰退期の 4 つを分析対象とする

（表 1）。誕生期を除外する理由は本研究が上場企業を対象としているからである。オーナー経営者に支

配され非公式な構造をとるという誕生期の特徴は，上場企業には当てはまりにくい（Miller and Friesen 

1984）。

表 1　組織ライフサイクルステージごとの特徴

ステージ 特徴

成長期 革新的な段階，急速な成長と規模拡大，部門化，製品・サービス改革

成熟期
保守的な段階，成長率の鈍化，形式的な管理に重点，効率性と収益性の改善や安定性を重

視する，イノベーションのレベルの低下

変動期 革新的な段階，高い成長率，多角化，部門化，リスク許容的な意思決定スタイル

衰退期 極端に保守的，製品需要や利益率の低下，イノベーションの停滞

出所：Dickinson（2011），Miller and Friesen（1984），森（2020）を参考に筆者作成

　組織ライフサイクルが予算スラックに及ぼす影響について，Miller and Friesen（1984）におけるイ

ノベーションのレベルとコントロールに着目する。イノベーションのレベルは導入される新製品やサー

ビスの数と斬新さ，参入する市場の観点から組織が革新的である度合いを測る（Miller and Friesen 

1984）。イノベーションのレベルは変動期，成長期，成熟期，衰退期の順で高い（Miller and Friesen 

1984）。コントロールは組織の内部の傾向や事象を監視し，組織のパフォーマンスに関連する情報を管

理するために使用される仕組みからなる（Miller and Friesen 1984）。原価計算，予算編成，品質管理，

従業員の業績評価，管理情報システムなどが評価され，これらが重視されるほどコントロールのスコア

が高くなり，スコアの高さは予算編成の精度の高さを示していると考えられる（Miller and Friesen 

1984）。変動期，成熟期，成長期，衰退期の順でコントロールのスコアが高い（Miller and Friesen 1984）。

　そこではじめに，高いイノベーションで特徴づけられる変動期と成長期を革新的な段階，低いイノ

ベーションで特徴づけられる成熟期と衰退期を保守的な段階とし（Miller and Friesen 1984），これら 2

つの段階間での予算スラックが形成される確率の高低に関して仮説を考える。予算スラックを容認する

ことで，柔軟性を向上させ，イノベーションを促進するという先行研究と照らし合わせることで次の可

能性を想定できる（Davila and Wouters 2005; Merchant and Manzoni 1989）。革新的な段階には予算スラッ

クが形成されやすく，保守的な段階には上位者によるコントロールが厳しくなり予算スラックが形成さ

れにくくなる可能性がある（Davila and Wouters 2005; Merchant and Manzoni 1989）。

　以上より，次の H1 を立てる。
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　H1： 革新的な組織ライフサイクルステージでは保守的な組織ライフサイクルステージより予算ス

ラックが形成される確率が高い

　次に，革新的な段階である成長期と変動期の間の予算スラックが形成される確率の高低に関して仮説

を考える。

　成長期はコントロールのスコアが低く，予算編成の精度が低い（Miller and Friesen 1984）。イノベー

ションのレベルが高い革新的な段階であり漸進的な革新と部門化が進むという特徴から，予算スラック

が形成される確率は最も高くなると考えられる（Miller and Friesen 1984）。

　他方で，変動期はコントロールのスコアが最も高く，予算編成が最も洗練される（Miller and Friesen 

1984）。予算編成が洗練されることは下位者が予算編成において，予算スラックを形成しにくくなると

考えられる（Merchant and Manzoni 1989）。また変動期は成長期に比べ，高い情報還流で特徴づけられ

るので，組織内の情報の非対称性が改善され，上位者が意図しない予算スラックが形成されにくくなる 

（福島 2011; 森 2017）。加えて，イノベーションのレベルが高い革新的な段階で，高い成長率を持ち，革

新的，先行的，リスク許容的な意思決定スタイルであることは成長期と同様である（Miller and Friesen 

1984）。これらのことから，変動期よりも成長期において，予算スラックが形成される確率が高くなる

と考えられる（Miller and Friesen 1984）。

　以上より，次の H2 を立てる。

　H2： 革新的な組織ライフサイクルステージのうち成長期の方が変動期より予算スラックが形成され

る確率が高い

　最後に，保守的な段階である成熟期と衰退期の間の予算スラックが形成される確率の高低に関して仮

説を考える。

　成熟期はイノベーションのレベルが革新的な組織ライフサイクルステージと比較して低下し，コント

ロールのスコアは衰退期よりも高い（Miller and Friesen 1984）。そのため，上位者がイノベーションの

促進を図って予算スラックの形成を容認している可能性がある。これらのことから衰退期より予算ス

ラックが形成される確率が高くなると考えられる（Miller and Friesen 1984）。

　他方で衰退期は，イノベーションのレベルが最も低く極端に保守的な段階でコントロールのスコアは

最も低い（Miller and Friesen 1984）。製品需要や利益率が低下するという特徴からリスクテイクを嫌い

予算スラックが形成される確率は最も低くなると考えられる（Miller and Friesen 1984）。

　以上より，次の H3 を立てる。

　H3： 保守的な組織ライフサイクルステージのうち成熟期の方が衰退期より予算スラックが形成され
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る確率が高い

3．リサーチデザイン

　本節では研究方法について説明する。

（1）データ

　本研究は，2025 年 8 月 22 日時点の東証業種区分における銀行業・証券，商品先物取引業・保険業・

その他金融業を除いた全国内上場企業の連結財務諸表及び期初業績予想を QUICK 社の Astra 

Manager より取得し使用する。2000 年 3 月期から CF の開示が義務付けられたため，2000 年からデー

タを取得する。2000 年から 2025 年の 3 月決算の企業のデータを使用し，分析に必要なデータが欠損

している企業はサンプルから除いた。一連の手続きにより，本研究のサンプルサイズは 4843 企業・年

（誕生期を含む）である。外れ値の影響を除外するため，サンプルの上下 1％をトリミングしている。表

2 は各変数の定義を示している。

（2）変数の測定

　本研究は，組織ライフサイクルステージと予算スラックをアーカイバルデータから測定する。

1）組織ライフサイクルステージ

　先行研究において，財務諸表データから組織ライフサイクルステージを特定するべきという示唆があ

る（吉田他 2020）。このことから本研究では Dickinson（2011）に基づき，すべてのオブザベーションを

組織ライフサイクルステージごとに分類する。より具体的には，表 3 は Dickinson（2011）における組

織ライフサイクルステージの分類基準であり，営業 CF，投資 CF，財務 CF に着目し，その正負によっ

て組織ライフサイクルステージを分類する。企業・年ごとに CF データを収集し，ステージ分けした。

各ステージのオブザベーションは成長期 807，成熟期 2977，変動期 691，衰退期が 155 となった。

2）予算スラック

　予算スラックの有無は，内田・野間（2019）を参考に測定する。

　予算スラックを実績利益から期初業績予想を差し引いた差が正の値のものとして定義する（内田・野

間 2019）。日本 IR 協議会による 2011 年の調査結果によると上場企業のうち，74.1％が社内の年度予算

をベースに業績予想を作成している。円谷（2009）でも同様の結果が報告されており，このことから，

業績予想は企業の年度予算を反映しているので予算スラックが織り込まれている可能性が高い。加えて，

下位管理者が予算編成に参加することで予算スラックが形成され，上位者は予算を参照して業績予想を

作成するため，業績予想に予算スラックが含まれることがわかっている（Ishida and Iwasawa 2025）。こ
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表 2　変数の定義

Nit t 期の当期利益を t 期首の総資産で除した変数

TARt t 期の期初に公表された予想当期利益を t 期首の総資産で除した変数

DAt Jones（1991）および Kasznik（1999）により推定した，t 期の裁量的会計発生高

RMCFOt Roychowdhury（2006）により推定した，t 期の異常営業キャッシュフロー

RMDISXt Roychowdhury（2006）により推定した，t 期の異常裁量的費用

RMPRODt Roychowdhury（2006）により推定した，t 期の異常製造原価

RM1t t 期の実体的裁量行動の合成尺度（RMPRODt－RMDISXt）

RM2t t 期の実体的裁量行動の合成尺度（－RMCFOt－RMDISXt）

EBDAt t 期の裁量的会計発生高控除後の実績利益（NIt－DAt）

EBRM1t t 期の実体的裁量行動控除後の実績利益（NIt－RM1t）

EBRM2t t 期の実体的裁量行動控除後の実績利益（NIt－RM2t）

MEET_DAt
t 期の DA 控除後の業績対目標（EBDAt－TARt）が 0 を上回れば 1 ，それ以外を 0 と

するダミー変数

MEET_RM1t
t 期の RM1 控除後の業績対目標（EBRM1t－TARt）が 0 を上回れば 1，それ以外を 0
とするダミー変数

MEET_RM2t
t 期の RM2 控除後の業績対目標（EBRM2t－TARt）が 0 を上回れば 1，それ以外を 0
とするダミー変数

組織ライフ

サイクルステージ

Dickinson（2011）の組織ライフサイクルステージの分類基準を用いて営業 CF，投資

CF，財務 CF により特定した組織ライフサイクルステージ

出所：Jones（1991），Kasznik（1999），Roychowdhury（2006），内田・野間（2019）を参考に筆者作成

表 3　Dickinson（2011）における組織ライフサイクルステージの分類基準

組織ライフサイクルステージ 成長期 成熟期 変動期 変動期 変動期 衰退期 衰退期

営業 CF ＋ ＋ － ＋ ＋ － －

投資 CF － － － ＋ ＋ ＋ ＋

財務 CF ＋ － － ＋ － ＋ －

出所：Dickinson（2011, p.1974），森（2020）を参考に筆者作成

れらのことから，実績利益から期初業績予想を差し引いた差が正の値のものを予算スラックとして定義

することが可能である。内田・野間（2019）に基づき，本研究は実績利益として経常利益を用いる。

　予算スラックをアーカイバルデータから測定するにあたり，実績利益に含まれる経営者による利益調

整行動を排除する必要がある。実績利益と業績予想の差には予算スラック以外の要因が含まれている

（Ishida and Iwasawa 2025）。このことから予算スラックと実績利益に含まれる経営者による利益調整行
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動を混同してしまう可能性がある。そこで経営者による利益調整行動を排除し，そのうえでの実績利益

から期初業績予想を差し引いた差が正の値のものを予算スラックとして考える。内田・野間（2019）を

参考に経営者による利益調整行動を排除する。このとき経営者による利益調整行動として 2 つを測定

する。第 1 に，会計上の利益数値を操作する裁量的会計発生高である。第 2 に，売上高操作，研究開

発費や広告宣伝費などの経費の削減により経営者が実際の事業活動や取引タイミングを変更することで

利益数値を操作する実体的裁量行動である。裁量的会計発生高（DA）はキャッシュフロー修正ジョー

ンズモデル（Jones 1991; Kasznik 1999; 内田・野間 2019）で測定する。実体的裁量行動は Roychowdhury

（2006）のモデルを使用し，異常営業キャッシュフロー（RMCFO），異常裁量的費用（RMDISX），異常

製造原価（RMPROD）を求める。Cohen and Zarowin（2010）に基づき実体的裁量行動を次の通り作成し，

RM1，RM2 と設定する。

RM1t＝RMPRODt－RMDISXt

RM2t＝－RMCFOt－RMDISXt

　RM1t，RM2t は t 期の実体的裁量行動の合成尺度である。

　第 1 に，経営者による利益調整行動控除後の実績利益を期首総資産で除した変数を設定する。t 期の

当期利益を期首総資産で除した Nit から DAt，RM1t，RM2t を控除した値をそれぞれ EBDAt，EBRM1t，

EBRM2t と設定し，利益調整行動控除後実績利益とする。このとき EBDAt は t 期の裁量的会計発生高

を控除した実績利益を期首総資産で除したものである。同様に EBRM1t，EBRM2t は t 期の実体的裁

量行動を控除した実績利益を期首総資産で除したものである。

　第 2 に，経営者による利益調整行動排除後の予算スラックの有無を示すダミー変数を設定する。t 期

の期初に公表された予想当期利益を t 期首の総資産で除した変数 TARt を設定する。利益調整行動控除

後実績利益 EBDA，EBRM1，EBRM2 から TAR を引き，正の値が出た場合予算スラックがあるとみ

なす。それらのダミー変数をそれぞれ，DA を控除したとき MEET_DA，RM1 を控除したとき

MEET_RM1，RM2 を控除したとき MEET_RM2 とする。これらは，予算スラックが形成されている

とき 1，予算スラックが形成されていないとき 0 となる。

　最後に，特定した組織ライフサイクルステージごとにダミー変数である MEET_DA，MEET_RM1，

MEET_RM2 が 1 となる確率を集計することで，組織ライフサイクルステージごとに予算スラックが

形成される確率を測定する。

4．分析結果

　本節では組織ライフサイクルステージ間での予算スラックが形成される確率の高低について定量的に

分析する。
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（1）記述的分析

1）組織ライフサイクルステージごとの予算スラックが形成される確率

　図 1 は各組織ライフサイクルステージごとの予算スラックが形成される確率を示している。図 1 は

次のことを示唆している。成熟期に予算スラックが形成される確率が最も高く，衰退期に予算スラック

が形成される確率が最も低い。成熟期の次に変動期に予算スラックが形成される確率が高く，成長期，

衰退期と続く。
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図 1　組織ライフサイクルステージごとの予算スラックが形成される確率

出所：アーカイバルデータ及び表 2 に定義された変数により筆者作成

2）差の検定

　各組織ライフサイクルステージ間の差に着目し，統計的有意性を確認する。各ステージ間で Pearson

（1900）のカイ 2 乗検定を行った。結果は次の表 4 である。

表 4　組織ライフサイクルステージ間のカイ 2乗検定

比較対象 P 値

サンプル全体 P ＜ 0.001

成長期と成熟期 P ＜ 0.001

成長期と変動期 0.054

成長期と衰退期 P ＜ 0.001

成熟期と変動期 0.078

成熟期と衰退期 P ＜ 0.001

変動期と衰退期 P ＜ 0.001

出所：Pearson（1900）を参考に筆者作成
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　表 4 は，次のことを示している。第 1 に，サンプル全体において，組織ライフサイクルステージ間

での予算スラックが形成される確率の差について，0.1％水準で統計的有意性が確認された。第 2 に，

成長期と成熟期，成長期と衰退期，成熟期と衰退期，変動期と衰退期の間には 0.1％水準で統計的有意

性が確認された。これらのことから，予算スラックが形成される確率は成熟期で最も高く，衰退期で最

も低いことが分かった。

（2）仮説の検証結果

　まず，H1 は支持されなかった。H1 は，革新的な組織ライフサイクルステージでは保守的な組織ラ

イフサイクルステージより予算スラックが形成される確率が高いという仮説であった。分析結果は，保

守的な組織ライフサイクルステージである成熟期において，予算スラックが形成される確率が最も高い

ことを示していた。この結果から仮説は支持されなかった。

　次に，H2 は支持されなかった。H2 は，革新的な組織ライフサイクルステージのうち成長期の方が

変動期より予算スラックが形成される確率が高いという仮説であった。成長期と変動期の間に統計的有

意性は見られなかった。この結果から仮説は支持されなかった。

　最後に，H3 は支持された。H3 は保守的な組織ライフサイクルステージのうち成熟期の方が衰退期

より予算スラックが形成される確率が高いという仮説であった。分析結果は成熟期の方が衰退期より予

算スラックが形成される確率が高くなり，成熟期と衰退期の間には 0.1％水準で統計的有意性が確認さ

れた。この結果から仮説は支持された。

（3）効果量の測定

　前節で行った差の検定の結果は，サンプルサイズの大きさの影響を受けている可能性がある。つまり，

サンプルサイズが大きいことで，組織ライフサイクルステージ間での予算スラックの発生確率の差が，

過大に検出された可能性がある。

　この課題に対処すべく，追加分析として効果量の測定を行う。大久保・岡田（2012，p.44）によると

効果量とは「効果の大きさを表す統計的な指標」であり，「帰無仮説が正しくない程度を量的に表す指

標」である。組織ライフサイクルステージ間に対して Cramer の V により効果量を測定する。Cramer

の V の効果量の評価は水本・竹内（2008）による基準を援用する。効果量が 0.1 程度のとき小さい効果

量となり，0.3 程度のとき中くらいの効果量，0.5 より大きいとき大きい効果量となる（大久保・岡田 

2012; 水本・竹内 2008）。

　分析の結果は表 5 のとおりである。表 5 は，すべての組織ライフサイクルステージ間において小さ

い効果量が検出されたことを示している。このことから，本研究で確認した統計的な差については，慎

重に解釈する必要がある。
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表 5　Cramer の V による各ライフサイクルステージ間の効果量の測定

比較対象 Cramer の V

サンプル全体 0.077

成長期と成熟期 0.041

成長期と変動期 0.029

成長期と衰退期 0.113

成熟期と変動期 0.017

成熟期と衰退期 0.086

変動期と衰退期 0.140

出所：大久保・岡田 (2012) を参考に筆者作成

5．考察

　分析結果について，3 つの仮説ごとに考察する。まず，H1 である。組織ライフサイクルステージが

成熟期のとき，予算スラックが形成される確率が最も高くなるため H1 は支持されない。成熟期は形式

的な管理に重点が置かれ，イノベーションのレベルが低下した状況である（Miller and Friesen 1984）。

このことからイノベーションのレベルの向上のために，上位者が予算スラックの形成を容認する可能性

が考えられる。その一方で，革新的な段階である成長期と変動期はすでに高いイノベーションのレベル

を保持している（Miller and Friesen 1984）。このことから，革新的な段階において上位者はイノベーショ

ンのレベルの向上を目的として予算スラックを容認しないため，予算スラックが形成される確率が低下

すると考えられる。

　次に，H2 について考察する。成長期と変動期の間に統計的有意性は確認されなかったため，H2 は

支持されない。成長期と変動期はともに革新的な段階であり，イノベーションのレベルが高いが，コン

トロールのスコアは大きく異なる（Miller and Friesen 1984）。これらのことから，革新的な段階におい

て予算編成の精度は上位者による予算スラックのコントロールに影響しない可能性が考えられる。

　最後に H3 について考察する。組織ライフサイクルステージが衰退期のとき予算スラックが形成され

る確率は最も低くなるため，H3 は支持される。衰退期と他の組織ライフサイクルステージの間におい

て，予算スラックの形成確率に統計的有意性が確認された。衰退期は極端な保守主義が特徴であり，製

品需要や利益率が低下し，イノベーションが停滞する（Miller and Friesen 1984）。このことから衰退期

ではリスクテイクが嫌われ，予算スラックが形成される確率が最も低くなると考えられる。
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6．結論

　本研究は組織ライフサイクル概念を援用することで組織状況を類型化し，組織ライフサイクルステー

ジ間での予算スラックが形成される確率の差を分析した。組織状況に応じて上位者は予算スラックを意

図的にコントロールしている可能性があるという先行研究の示唆に基づき，組織ライフサイクルステー

ジに応じて，予算スラックの程度は異なる可能性を考えた（Davila and Wouters 2005; Merchant and 

Manzoni 1989）。組織ライフサイクルは組織の規模，構造，意思決定スタイルなど様々なコンテクスト

要因を統合した変数として捉えられる。組織状況から予算スラックを分析するにあたり，組織状況の概

念として組織ライフサイクルを援用することは適切であると考えられた（森 2016）。Dickinson（2011）

の組織ライフサイクルの分類基準を援用し，サンプルを成長期，成熟期，変動期，衰退期に分類した。

組織ライフサイクルステージごとに予算スラックが形成される確率を測定し，比較した。その結果，組

織ライフサイクルステージごとに予算スラックが形成される確率は異なり，成熟期に最も高く，衰退期

に最も低いことが分かった。

　本研究は，次の 3 つの点で先行研究に貢献する。第 1 に，組織が成熟し停滞したときに予算スラッ

クが形成される可能性が高いことが判明した点である。組織が成熟，停滞し，形式的な管理に重点が置

かれ，イノベーションのレベルが低下する（Miller and Friesen 1984）。このとき，上位者がイノベーショ

ンのレベルの向上を求め予算スラックを容認している可能性がある。これは予算スラックの形成により，

柔軟性の向上やイノベーションを促進するといった効果を目的として上位者がその形成をコントロール

するという先行研究の発見に整合する（Davila and Wouters 2005; Merchant and Manzoni 1989）。

　第 2 に，予算スラック研究に対して組織ライフサイクルという組織状況の分類を提示した点である。

先行研究は組織状況に応じて予算スラックをコントロールする必要があることを示唆してきたが，その

実態を明らかにしてこなかった（伊藤 2016）。組織ライフサイクル概念を援用することで，組織状況と

予算スラックの関係を解明した。

　第 3 に，アーカイバルデータから予算スラックが形成される確率を求めるという新しさを提示した

点である。先行研究は予算スラックに対する評価が議論の中心であった。組織状況という視点が有望で

あることは示唆されてきたが内部情報を必要とすることから，その測定は難しかった（伊藤 2013; 山本

他 2021）。本研究は，アーカイバルデータを工夫して用いることで，この限界を克服した。

　もっとも本研究にはいくつかの限界も残されている。第 1 に，本研究では定量的な分析によって，組

織ライフサイクルステージ間での予算スラックが形成される確率に関して，統計的有意性が確認できた。

だが，本研究に基づき予算スラックをコントロールすることの是非については明らかにしていない。組

織の成長段階による予算スラックの上位者によるコントロールについて実務に基づいて調査する必要が

ある。
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　第 2 に，予算スラックの実際の大きさについては測定できなかった点である。予算スラックが形成

される確率がより高い傾向があるということは，より大きな予算スラックが形成されることを必ずしも

意味しない。業種や規模の相違に着目し，分析方法を見直すことで，オブザベーションごとの予算ス

ラックの大きさについて比較できる可能性がある。

　第 3 に，差の検定において小さい効果量が測定されたので，分析結果について慎重に解釈せざるを

得ない。本研究ではトリミングをすることで分析の精度を向上させたが，それでも課題は残されている。

　第 4 に，実績利益と業績予想の差は予算スラック以外にも経営者による利益調整行動や業績予想の

不確実性など様々な要因が含まれる点である。本研究では内田・野間（2019）に基づき経営者による利

益調整行動の排除を行ったが，依然この限界は残されている。
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